
 

秘密保持契約書(案) 
 

独立行政法人日本貿易振興機構（ 以下「 甲」と いう 。） と               （ 以

下「 乙」 と いう 。 ） と は、 平成  年 月 日締結の業務委託契約書に定める「 第3メ コン

友好橋を経由したルート における 3国間輸送調査」 （ 以下「 本件業務」 と いう 。 ） 実施にあ

たり 取得する情報の取扱いに関し 、 次のと おり 秘密保持契約（ 以下「 本契約」 と いう 。 ）

を締結する。  

 

（ 本件秘密情報の定義等）  

第１ 条  本契約において本件秘密情報と は、 文書、 口頭、 電子的データ又は物品による

と を問わず、 本件業務等に関連して甲によ り 乙に対し開示された又は将来開示

される一切の情報及び乙が本件業務遂行のために第三者から取得する情報をい

う 。  

 

（ 本件秘密情報の提供）  

第２ 条  甲は、 乙が本件業務を遂行するために必要と 判断する本件秘密情報を本契約に

定める条件で乙に提供する。  

  ２   甲は、 甲が必要と 判断するつど、 甲が指定する甲の担当者から文書、 口頭、 電

子的データその他の媒体により 本件秘密情報を乙に提供するものと する。  

 

（ 本件秘密情報の秘密保持）  

第３ 条  乙は、 本件秘密情報について厳に秘密を保持し、 第５ 条に基づく 場合を除き、

甲の書面による承諾なしに第三者（ 乙又は乙の関連会社の役員又は従業員を含

む。 ） に一切開示又は漏洩してはならず、 また、 本件業務の実施以外の目的で

本件秘密情報を使用してはならない。  

  ２   前項の義務は、 ( 1)  甲よ り 開示されるまでに既に乙が本件秘密情報を保有して

いたと き、( 2)  本件秘密情報が甲より 開示されるまでに既に公知であったと き、

( 3)  乙が甲よ り 本件秘密情報の開示を受けた後、 乙の責めによらずに公知と な

ったと き、 又は( 4)  乙が法令により 本件秘密情報を開示する義務を負う と き、

又は法律上権限ある官公署により 当該情報の開示を命じられたと きには、 適用

がないものと する。  

 

（ 本件業務の秘密保持）  

第４ 条  乙は、 第５ 条に基づく 場合を除き、 本件業務の内容（ 以下本件秘密情報と 併せ

て「 本件秘密情報等」 と いう 。 ） につき、 甲の書面による承諾なく 第三者に対

し一切開示又は漏洩してはならない。  

 

（ 情報受領者に対する開示）  



 

第５ 条  乙は、 次の各号に定める者に対し 、 乙が本契約に基づく 秘密保持義務を負担し

ている旨を予め告知して、 本件業務に必要な限度において本件秘密情報等を開

示するこ と ができる。  

     一 本件業務を取り 扱う 乙又は乙の関連会社の役員又は従業員（ 以下「 乙の役

員等」 と いう 。 ）  

二 弁護士、 公認会計士その他本件秘密情報等に関し法律上守秘義務を負う 外

部の専門家（ 以下「 外部専門家」 と いう 。 ）  

三 乙が業務の一部を委託する場合の委託先又は委託先の関連会社の役員又は

従業員（ 以下「 委託先の役員等」 と いう 。）  

  ２   乙から乙の役員等又は外部専門家、 又は委託先の役員等に対して本件秘密情報

等の開示がなされる場合、 乙は、 開示の相手方と なった乙の役員等、 外部専門

家、 又は委託先の役員等に対し 、 本契約と 同様の秘密保持義務を負わせる。 ま

た、 これらの者によってなされた本件秘密情報等の開示又は漏洩につき、 当該

開示又は漏洩が乙によってなされた場合と 同様の責任を負う 。  

  ３   乙は本件秘密情報等を善良なる管理者の注意をもって管理し、 本件秘密情報等

に関する書面、 図面、 ビデオ、 フロッ ピーディ スク 、 Ｃ Ｄその他の媒体を本件

業務の実施に必要な限度を超えて複製してはならない。  

 

（ 秘密保持の存続期間）  

第６ 条  乙は本件業務完了後も第３ 条及び第４ 条の秘密保持義務、 第８ 条の契約額の返

還義務及び第９ 条の損害賠償責任を負う ものと する。  

 

（ 秘密情報の返還等）  

第７ 条  乙は本件業務完了後、 本件秘密情報等に関する書面、 図面、 ビデオ、 フロッ ピ

ーディ スク 、 Ｃ Ｄその他の媒体およびその複製物一切を直ちに甲に引き渡すも

のと する。  

  ２   前項にかかわらず、乙は、甲の承諾を得て前項の書面等を廃棄するこ と により 、

前項の引渡に替えるこ と ができる。  

  ３   前二項に基づく 秘密情報の返還等を行う と きには、 乙は別紙「 秘密情報返却・

廃棄証明書」 を甲に提出しなければならない。  

 

（ 契約違反）  

第８ 条  乙が本契約に違反したと きは、 甲は催告なしに本件業務委託契約を解除できる

ものと する。 こ の場合、 乙は甲に対し契約金額その他費用等の一切の請求をす

るこ と ができないものと し 、 既に支払われた額について乙は甲の定める期限ま

でにこれを返還しなければならない。 また、 甲は甲の規程に基づき、 甲の実施

する入札への乙の参加を制限するこ と ができるものと する。  

 



 

 

（ 損害賠償）  

第９ 条  乙が本契約に違反し甲に損害を与えたと きは、 前条に定めるほか、 乙は直ちに

甲が被った一切の損害を甲に賠償しなければならない。  

 

（ 準拠法等）  

第１ ０ 条 本契約は日本法を準拠法と し 、 本契約に関する紛争については東京地方裁判所

を第一審の専属的合意管轄裁判所と するこ と に甲乙合意する。  

 

（ その他）  

第１ １ 条 本契約に定めのない事項は、 法令、 慣習に従い甲乙誠意を持って協議するもの

と する。  

 

本契約の成立を証するため、 本書２ 通を作成し、 甲乙記名捺印の上各１ 通を保有する。  

 

平成  年 月 日 

 

 

甲  東京都港区赤坂 1丁目１ ２ 番３ ２ 号 

                        独立行政法人日本貿易振興機構 

                        副 理 事 長   横 尾  英 博 

 

 

乙 

 



 

別紙 

 

 

秘密情報返却（引き渡し）・廃棄証明書 

 
独立行政法人日本貿易振興機構 御中 

 

 貴機構と当社との平成○年○月○日付業務委託契約に定める業務実施にあたり当社が取

得致しました下記の情報につきまして、下記のとおり完全に貴機構に返却（引き渡し）、も

しくは廃棄処分し、当社には当該情報及びその複製物が存しないことを確認し、ご報告申

しあげます。 

 

                    記 

 

 １．情報名と数量 

   

 ２．返却（引き渡し） 

   返却（引き渡し）日時：平成  年  月  日 

   

 ３．廃棄 

   廃棄処分の日時：平成  年  月  日  

   廃棄処分の方法： 

   立会人：      

 

以上 

 

                         平成  年  月  日 

                            記名（署名）、押印 

 

 

  

 


